
評 価 書 

１．評価対象施策 

公正な取引慣行の推進 

 取引慣行等の実態把握・改善のための提言

２．担当課室 

取引企画課、取引調査室、相談指導室 

３．評価の実施時期 

令和７年４月～８月 

４．施策の実施状況（政策評価を行う過程において使用した資料その他の情報） 

令和３年度から令和６年度までの各年度における施策の実施状況は別添の

とおり。 

５．評価の観点、政策効果の把握の手法及びその結果 

担当課室において、行政事業レビューシートを活用し、ロジックモデルを用

いて施策のアウトカム等を検証することで、主に有効性の観点から評価を実施

した（別紙の各「アクティビティ」～「長期アウトカム」欄参照）。 

また、令和６年度行政事業レビューにおいては、担当課室において評価対象

施策等のボトルネックの特定とその解消策の検討を行ったところ、令和７年度

の事後評価の実施に当たっては、以下のとおり、当該ボトルネックの改善状況

を把握・分析し、更なる施策等のボトルネックの特定とその解消策の検討を行

った（別紙の「事業所管部局による点検・改善結果」欄参照）。 

点

検

結

果 

○令和６年度に実施した行政事業レビューでの点検結果に対する対応

（令和６年度に検討したボトルネックの改善状況の把握・分析） 

【取引企画課】 

アクティビティ 101（※１）では、昨年度の点検でボトルネックと

して挙げた人員リソース不足について、地方事務所等職員を本調査

の取組に参加させることで改善し、人員リソースの限られる中、目標

の活動実績を行うことができた。引き続き、活動目標の達成に向けて

取組を実施していく。 

【取引調査室】 
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アクティビティ 102（※２）では、実態調査の対象とした取引分野

において、従来のように職員のみで実態調査後の動向を把握するの

ではなく、外部事業者に対して委託することにより、より十分かつ効

率的に実態調査後の動向を把握することができた。 

【相談指導室】 

アクティビティ 103（※３）では、毎年度多数の相談に対応し、相

談事例集が掲載されたウェブサイトへのアクセス数もおおむね高い

水準を維持している。 

また、アクティビティ 104（※４）では、講師派遣した研修会等に

は毎年度数千人が参加し、参加者の独占禁止法に係る理解度も高い

水準を維持している。 

さらに、令和６年度行政事業レビューにおいて明らかになったボ

トルネックについて、「改善の方向性」に記載のあった２点に取り組

んだ。具体的には、まず、個別相談のあった事業者団体に対する講師

の派遣を行い周知活動を行った。同団体はこの研修会を踏まえて独

自の法令遵守ガイドラインの策定の検討を進めるとしている。また、

商工会議所及び商工会への訪問による周知活動も行い、講習会への

参加者数も増加した。以上から、本事業は、独占禁止法違反行為を未

然に防止する上で、相当程度寄与したと考えられる。 

○令和７年度に実施した点検結果（更なる施策等のボトルネックの特

定） 

【取引企画課】 

アクティビティ 101 では、調査対象地域の選定に当たり、地域の

レギュラーガソリンの平均小売価格が全国平均に比べて低いことを

考慮事項としているが、仕入れに要する運送費などレギュラーガソ

リンの供給に要する一部費用は地域ごとに異なるため、地域のレギ

ュラーガソリンの平均小売価格が全国平均に比べて低い地域が、必

ずしも他の地域と比較して価格競争がエスカレートしているとはい

えないという点で調査対象地域の選定のための考慮事項として一定

の課題がある。 

・短期アウトカム：成果目標①-1 では、アクセス数が伸びない。 

・短期アウトカム：成果目標②-1 では、説明会の参加者数は、地

域に所在する事業者数や調査対象地域の地理的範囲に依存する。

・長期アウトカム：成果目標では、既存の情報で得られる範囲では、

目標達成を正確に把握する指標の設定が困難である。 



【取引調査室】 

アクティビティ 102 では、実態調査を行う場合に必要となる作業

手順について、一般的なマニュアルは存在するが、より詳細な作業工

程については、人事異動等で担当者が刷新される度に改めて調べて

検討しなければならず、実態調査を効率的に進めることができてい

ない場合がある。 

【相談指導室】 

アクティビティ 103 及び 104 では、長期アウトカムとして設定し

ている「独占禁止法違反行為を未然に防止すること」の実現との兼ね

合いでは、事業者等の問題意識に直接的に応じることのできる個別

の講習会開催のみならず、より多くの事業者等に周知する方法を模

索する必要がある。 
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【取引企画課】 

アクティビティ 101 では、調査対象地域の選定に当たり、地域の

レギュラーガソリンの平均小売価格のみならず、業界団体から業界

の実情を聴取し、適切な地域を選定する。 

・短期アウトカム：成果目標①－１では、業界団体等を通じて、ガ

ソリン等販売事業者へ実態調査報告書の確認を促すよう協力を求

める。 

・短期アウトカム：成果目標②－１では、説明会に参加できる事業

者を調査対象地域に所在する事業者に限定せず、周辺地域の事業

者からも広く参加を求める。 

・長期アウトカム：成果目標では、説明会でのアンケートにおいて、

今後、実態調査や説明会を通じて得た不当廉売規制に係る理解を

踏まえて販売価格を設定するか否かを確認する。 

【取引調査室】 

アクティビティ 102 では、実態調査を行う上で必要となる詳細な

作業工程について、効率的に実態調査を進めることができる手法（実

務的に生じた課題やその解決策に関する情報を一元的に集約し実態

調査に初めて携わった者が必要な作業工程を適切に把握・実行でき

るリストを作成）を整備することとしたい。 

【相談指導室】 

アクティビティ 104 では、引き続き、事業者団体に対して講師派

遣を行うとともに、ガイドラインの研修資料の掲載を行う等により、



独占禁止法に係るガイドラインの更なる普及・啓発等を図る。 

（※１）アクティビティ 101： 

【取引企画課】ガソリン等販売業における不当廉売を始めとした不公正な

取引方法の未然防止に向けた取組として、実態調査及び説明会を実施する。 

レギュラーガソリンの平均小売価格が全国平均に比べて継続して低い地域

を中心に、特定の地域を選定し、その要因、事業者の販売価格の設定方針、事

業者の不当廉売規制に対する考慮等について把握するため、当該地域に所在

する給油所を対象に書面調査及びヒアリング調査を実施し、独占禁止法の不

当廉売規制を中心とした公正取引委員会の取組について説明を行う。 

（※２）アクティビティ 102： 

【取引調査室】取引実態調査の概要については以下のとおり。 

①調査市場の選定・決定（正式に調査を開始する前の予備調査として、市場

概要把握のためのヒアリング等を実施） 

②ヒアリング調査、書面調査の実施（協力依頼状、調査票、回答用紙、封筒

等を対象事業者に送付） 

③書面調査結果の集計・データ分析、回答に基づくヒアリング調査の実施 

④取引実態・提言を取りまとめた報告書の作成、公表を行い、独占禁止法違

反行為の未然防止等に取り組む 

（※３）アクティビティ 103： 

【相談指導室】独占禁止法違反行為を未然に防止するため、事業者等から、

これから実施しようと検討している具体的な事業活動について独占禁止法上

問題がないかどうか個別の相談があった場合には、これに回答する。また、

独占禁止法違反行為の未然防止に役立てるため、事業者等からの相談のうち、

他の事業者等にも参考になると考えられる主要な相談の概要を相談事例集と

して取りまとめ、毎年公表する。 

（※４）アクティビティ 104： 

【相談指導室】独占禁止法の運用に当たり、独占禁止法違反行為の未然防

止に役立てるため、各種ガイドラインを策定・公表し、どのような行為が独

占禁止法上問題となるのかを明らかにしているところ、事業者等の独占禁止

法の考え方についての理解や予見可能性の更なる向上のため、ガイドライン

の説明会を開催したり、事業者等が開催する研修会や講演会に講師を派遣す

るなどして、ガイドラインの普及・啓発に取り組む。 

６．第三者の知見の活用 

政策評価・行政事業レビュー外部有識者合同会合における政策評価委員の主

な意見は以下のとおりである（別紙の「外部有識者の所見」欄）。 



【取引企画課】 

・調査対象地域の選定に当たり、業界団体から業界の実情を聴取すること

は重要であるところ、今後は、聴取内容や対象地域の選定について、業者

数や当該地域の競争状況等の複数の指標により、検討することが有効に

なるかもしれない。（池谷委員） 

・書面調査の対象事業者に対するアンケートについて、対象事業者からア

ンケートへ回答してもらうことが規制への意識付けとして重要であるた

め、回答率を上げるために、回答フォーマットの改善や設問数を絞るな

どの工夫を行ってはどうか。（多田委員） 

・過去に調査対象として選定された地域について、不当廉売規制の説明が

必要な地域であったか否かについてどのように把握しているのか。（中村

委員） 

（調査対象地域の選定は、全国平均よりもレギュラーガソリンの平均小

売価格が低い地域や大規模な事業者が含まれる地域を選定してきたとこ

ろ、書面調査等により、安値販売事業者が存在し、それに対抗せざるを得

ないために他の事業者も安値で販売している実態にあることを把握して

いる旨回答した。） 

・実態調査においては、価格以外の実態についても捉えることで、より深刻

な問題を見つける端緒とできるよう、今後も一層の調査を進めてほしい。

（中村委員） 

・不当廉売規制に係る説明会は、事業者に対する広報としての観点から、ど

れだけの事業者に（参加者の規模・拡張性）、どの程度の理解を得たのか

（理解・定着度）等を指標にして、ロジックモデルを整理することもあり

得る。広報・普及啓発の評価指標は一般にこの二つである。（南島委員）

【取引調査室】 

・公正取引委員会において実態調査は重要であるため、過去の実態調査に

ついてどのようなものがあるか整理をし、その上で、実態調査を行う場

合のプロセスと中身について、それぞれの局面ごとにマニュアルを作成

してはどうか。（池谷委員） 

（過去の実態調査については既に整理をしており、また、今後は、実態調

査のより細かい業務プロセスに関する情報を一元的に集約し、効率的に

実態調査を進めることができる手法の整備を考えている旨回答した。） 

・公正取引委員会では各部署において実態調査が行われているところ、部

署間の横の連携という観点から、実態調査に係る作業手順など手続面の

ノウハウについては、ある程度共通化したものを作成し、部局横断的に

共有できるとよい。（多田委員） 

・実態調査の作業については、可能な範囲で、標準化できる作業について



は、標準化しておくとよい。（中村委員） 

・改善の方向性として、人事異動があったとしても、効率的に実態調査を進

めることができるよう、実態調査を行う上で必要となる詳細な作業工程

（情報提供フォームの構築に係る作業工程）について手順のマニュアル

化をするとのことだが、マニュアル化・標準化で対応できない課題もあ

る。この点への対策も検討の必要がある。（南島委員） 

【相談指導室】 

・指標の設定が困難というだけでは分かりにくい箇所もあり、可能な限り

補足説明を加えるようにしていただきたい。（南島委員） 

（指標である「事業者等からの相談件数」については、公正取引委員会で

コントロールできるものではないため、目標値を設定することは困難で

あり、その旨補足説明を記載している、他方、行政事業レビューシートの

システム上の問題として、目標値を設定しなければ運用できない仕組み

となっている旨回答した。） 

・公正取引委員会の相談事例集のウェブサイトは、年度別のみならず、行為

類型別、産業分類別、テーマ別などで検索ができるようになっており、以

前に比べて格段に使いやすい。このような形式で掲載を継続すれば、ア

クセス数も増加すると思われる。（多田委員） 

・公正取引委員会のウェブサイトに掲載した相談事例集へのアクセス数に

ついて、2023 年度の実績が多いが、どういう背景で注目が集まったのか。

（南島委員） 

（インボイス制度やグリーン社会の実現に向けた取組等の世間の注目を

集めた内容に係る相談事例が多く含まれていたという事情があった旨回

答した。） 

・公正取引委員会の相談事例集のウェブサイトのアクセス数については、

アクセス数に大きな変動があった場合は、不審なアクセスがないか等、

原因を確認することも大切である。（田辺委員） 

・商工会・商工会議所に対する講習会については、過去の講習会開催状況を

管理するなどして、訪問していないところに講師派遣をするよう検討し

てほしい。（池谷委員） 

・現状、講習会については依頼があって初めて講師を派遣するのか、それと

も、この業界は講習が必要であると判断して公正取引委員会から働きか

けを行うのか。（田辺委員） 

（公正取引委員会に依頼があれば対応するが、それに限らず、令和６年度

に実施した行政事業レビューの点検結果も踏まえ、個別に相談のあった

事業者団体や商工会・商工会議所に対しては、当委員会から講習会の開催

を働きかけている旨回答した。） 



・講習会については、説明パートと参加者からの質疑応答のパートのバラ

ンスは、改善の余地はあるのか。（中村委員） 

（通常、資料に基づいて説明した後に質疑応答も設けているところ、講習

会におけるアンケートにおいて、９割以上の参加者は理解が深まったと

回答している旨回答した。）

７．政策評価の結果 

本施策は、独占禁止法上・競争政策上の課題があると考えられる取引分野に

おける流通・取引慣行の実態を把握し、実態調査報告書を公表する等を実施す

ることにより、各種取引分野の公正かつ自由な競争環境の確保を図る上で有効

な取組であったと評価できる。また、講習会の開催等による独占禁止法に係る

各種ガイドライン（取引慣行等の適正化に係るもの）の普及・啓発及び独占禁

止法に係る事業者等からの相談について、他の事業者等にも参考となるよう相

談事例集の公表を行うことにより、独占禁止法違反行為の未然防止を図る上で

有効な取組であったと評価できる。 

今後、前記５の「改善の方向性」に記載した取組を行うことで施策の有効性

を更に高めることができると評価する。 
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【取引企画課】 

・不当廉売関係（下記リンク先ウェブページ内の実態調査部分のリンクを参照く

ださい。） 

URL：https://www.jftc.go.jp/dk/renbai/index.html 

【取引調査室】 

・音楽・放送番組等の分野の実演家と芸能事務所との取引等に関する実態調査に

ついて 

URL：https://www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/2024/dec/241226_geino

u.html 

・使用済みペットボトルのリサイクルに係る取引に関する実態調査について 

 URL：https://www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/2023/oct/231016petbot

tle.html 

・クレジットカードの加盟店手数料の配分率の公開について／・クレジットカー

ドのインターチェンジフィーの標準料率の公開について（関連リンク含め下

記リンク先ウェブページを参照ください。） 

URL：https://www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/2023/jun/230601credit

card.html 

・クレジットカードの取引に関する実態調査について 

URL：https://www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/2022/apr/220408.html 

【相談指導室】 

・事業活動についての事前相談（事前相談制度・一般相談・相談事例集） 

URL：https://www.jftc.go.jp/soudan/jizen/index.html 

・相談事例集 

URL：https://www.jftc.go.jp/dk/soudanjirei/index.html 

・事業者団体等が実施する研修会等への講師派遣(御案内) 

 URL：https://www.jftc.go.jp/event/kousyukai/jigyoushadantaihaken.html 
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